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独立行政法人住宅金融支援機構法施行令案 

 

○災害を防止し又は軽減するため住宅部分を有する建築物を除却する必要がある

場合とは、次に掲げる場合とする。【独立行政法人住宅金融支援機構法（平成１７

年法律第８２号。以下「機構法」という。）第２条第４項関係】 

①建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１０条第１項又は第３項の規定による

除却の勧告又は命令を受けた場合 

②地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第２４条第４項の規定により関連事

業計画の内容が公表された場合 

③密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第４９

号）第１３条第１項の規定による除却の勧告を受けた場合 

④土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２

年法律第５７号）第２５条第１項の規定による除却の勧告を受けた場合 

⑤その他主務省令で定める場合 

 

○災害を防止し又は軽減するため住宅部分を有する建築物を移転する必要がある

場合とは、次に掲げる場合とする。【機構法第２条第５項関係】 

①建築基準法第１０条第１項又は第３項の規定による移転の勧告又は命令を受け

た場合 

②地すべり等防止法第２４条第４項の規定により関連事業計画の内容が公表され

た場合 

③土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第２５条

第１項の規定による移転の勧告を受けた場合 

④その他主務省令で定める場合 

 

○災害を防止し又は軽減するため、住宅部分を有する建築物の敷地について擁壁

の設置等の工事を行う必要がある場合とは、次に掲げる場合とする。【機構法第２

条第６項関係】 

①建築基準法第１０条第１項又は第３項の規定による勧告又は命令を受けた場合 

②宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１６条第２項、第１７条第１項若

しくは第２項、第２１条第２項又は第２２条第１項若しくは第２項の規定による勧告

又は命令を受けた場合 

③急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第９

条第３項又は第１０条第１項若しくは第２項の規定による勧告又は命令を受けた

場合 
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○合理的土地利用建築物とは、次のいずれかに該当する建築物であって、容積率が

主務省令で定める数値以上であるものとする。【機構法第２条第７項関係】 

①耐火建築物であって、敷地面積が５００平方メートル以上であり、かつ、その敷地

内に主務省令で定める規模の空地を有するもの 

②土地の利用が細分されていることその他の事由により土地の利用状況が不健全

な市街地の区域において、現に存する建築物が除却されるとともに、当該建築物

の存していた土地及びその土地に隣接する土地を一の敷地として新たに建設さ

れる耐火建築物 

③マンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成１４年法律第７８号）第２条第

１項第７号に規定する施行再建マンション（耐火建築物であるものに限る。）で敷

地面積が３００平方メートル以上であるものその他①及び②に掲げる建築物に準

ずるものとして主務省令で定める建築物 

 

○住宅の建設又は購入等に付随する行為とは、土地又は借地権の取得とする。【機

構法第１３条第１項第１号及び第６号から第９号関係】 

 

○災害復興建築物の建設若しくは購入又は被災建築物の補修に付随する行為とは、

次に掲げる行為とする。【機構法第１３条第１項第５号関係】 

①災害復興建築物の建設に付随する土地若しくは借地権の取得又は堆積土砂の

排除その他の宅地の整備 

②災害復興建築物の購入に付随する土地又は借地権の取得 

③被災建築物の補修に付随する当該被災建築物の移転又は堆積土砂の排除そ

の他の宅地の整備 

 

○業務の実施に当たっての配慮事項は、次に掲げる住宅の建設等が促進されること

とする。【機構法第１４条第２項関係】 

①高齢者等が円滑に利用できるために必要な構造及び設備を備えた住宅 

②エネルギーの使用の合理化に資するために必要な措置が講じられた住宅 

③耐震性を有する住宅  等 

 

○独立行政法人住宅金融支援機構（以下「機構」という。）が、業務を委託できる範囲

を次のように定める。【機構法第１６条第１項関係】 

①主務省令で定める金融機関 

（１）譲り受けた貸付債権に係る元利金の回収その他回収に関する業務 

（２）住宅融資保険法（昭和３０年法律第６３号）第３条に規定する保険関係が成立

した貸付けについて商法（明治３２年法律第４８号）第６６２条第１項の規定によ
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り取得した貸付債権に係る元利金の回収その他回収に関する業務 

（３）機構法第１３条第１項第５号から第９号まで及び第２項第１号から第３号まで

の業務（貸付けの決定及び③に定める業務を除く。） 

（４）機構法第１３条第１項第１０号の業務（同号に規定する生命保険又は生命共

済に係る契約の締結を除く。） 

②債権管理回収業に関する特別措置法（平成１０年法律第１２６号）第２条第３項に

規定する債権回収会社 

①の（１）及び（２）の業務並びに（３）の業務のうち貸付債権に係る元利金の回収

その他回収に関する業務 

③地方公共団体その他政令で定める法人 

（１）工事の審査 

（２）建築物又は建築物の部分の規模、規格その他の事項についての審査 

 

○機構法第１６条第１項第３号の政令で定める法人は、次に掲げる法人とする。【機

構法第１６条第１項第３号関係】 

①建築基準法第７７条の２１第１項に規定する指定確認検査機関である法人 

②住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第５条第１項

に規定する登録住宅性能評価機関である法人 

 

○毎事業年度において国庫に納付すべき額の算定方法、積立金の処分に係る承認

の手続、国庫納付金の納付の手続、国庫納付金の納付期限及び国庫納付金の帰

属する会計に関して定めるとともに、毎事業年度において国庫に納付すべき額の

納付の手続における読替え規定を定める。【機構法第１８条第５項及び第７項関係】 

 

○住宅金融支援機構債券の種別、発行の方法、申込み、割当て、住宅金融支援機

構債券原簿、発行の認可等に関する事項を定める。【機構法第１９条第２項及び第

９項関係】 

 

○主務大臣の権限のうち、内閣総理大臣に委任できる権限は、機構の業務に係る損

失の危険の管理に係るものとする。【機構法第２７条第１項関係】 

 

○主務大臣の権限のうち、金融庁長官に委任された権限を財務局長等に委任できる

旨等を定める。【機構法第２７条第４項関係】 

 

○機構の成立の際、国が承継する資産を、主務大臣が財務大臣と協議して定める資

産とする。【機構法附則第３条第３項関係】 
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○機構が住宅金融公庫から承継する資産に係る評価委員は、財務省の職員、国土

交通省の職員、機構の役員、学識経験者につき主務大臣が任命することとするほ

か、議決方法等に関する事項を定める。【機構法附則第３条第９項関係】 

 

○住宅金融公庫及び財団法人公庫住宅融資保証協会（以下「保証協会」という。）が

解散した場合における解散の登記の嘱託に関する事項を定める。【機構法附則第

３条第１０項及び附則第６条第４項関係】 

 

○独立行政法人雇用・能力開発機構による委託に基づき、機構が当分の間行う管理

及び回収の業務の対象となる債権を、労働者住宅の設置又は整備に要する資金

の貸付に係る債権とする。【機構法附則第７条第１項第６号関係】 

 

○既往債権管理勘定における積立金の処分に係る承認の手続、国庫納付金の納付

の手続、国庫納付金の納付期限、国庫納付金の帰属する会計、中期目標期間の

最後の事業年度の積立金の処分に係る承認の手続、中期目標期間の最後の事業

年度の国庫納付金の納付の手続及び廃止する場合において国庫に納付すべき金

額に関する事項を定める。【機構法附則第７条第１２項及び第１５項関係】 

 

○住宅金融公庫法施行令を廃止する。【機構法附則第２１条関係】 

 

 


